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 平成３０年７月豪雨における災害廃棄物処理  
 災害廃棄物処理の概要 

 

大規模な浸水被害に見舞われた真備地区では、浸水が解消した直後から住宅地や道路脇、

国道 486 号沿い、井原鉄道高架下などに大量の災害廃棄物が積み上げられていった。これ

らの道路脇等に集積した災害廃棄物は、自衛隊をはじめ環境省、民間、その他多くの自治体

職員、ボランティアの方々の協力により、8 月 25 日までに概ね撤去を完了することができ

た（第 2 節、第 4 章第 4 節参照）。 

 

道路脇等から撤去した災害廃棄物は、真備地区内に開設した仮置場、被災された方々の生

活圏から離れた仮置場、処分施設へと順に搬出し、適切に管理しながら計画的に処理を進め

た（第 3 節参照）。 

この際、災害廃棄物の処分などの業務の一部を岡山県に事務委託し、倉敷市と県で連携し

ながら処理を進めた（第 6 節参照）。 

 

8 月 6 日には、生活環境保全上の支障を除去し、二次災害の防止及び被災された方の生活

再建支援を図ることを目的に、公費による解体・撤去及び処分を行う公費解体制度と、自ら

被災建造物の解体・撤去等を実施した方への費用償還（自費解体）制度を創設した（第 5 節

参照）。 

 

この度の災害によって市内に発生した災害廃棄物は、公費解体に伴う解体廃棄物を含め約

34 万 3 千 t（市内で 1 年間に処理する一般廃棄物の約 2 倍の量）にのぼり、令和 2 年 5 月

23 日に全ての災害廃棄物の処理が完了した（第 4 節参照）。 

自衛隊による道路脇に積み上がった災害廃棄物の撤去の様子（写真：山陽新聞社提供） 
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災害廃棄物は一般廃棄物に区分されるため、本市が主体となって処理を進めることとした。 

しかし、この度の災害規模は甚大であり、わずかな期間に膨大な量の廃棄物が発生したこ

と、災害廃棄物として発生したものの性状が平時には産業廃棄物として取り扱われているも

のと同様の性状のものが多かったことから、平時の一般廃棄物処理体制で処理を行うことは

困難であった。 

そこで、二次仮置場の管理運営など一部の業務を県へ事務委託するとともに、産業廃棄物

処理業者をはじめとした民間業者と連携し、迅速かつ適正に処理を進めることとした。 

本市における災害廃棄物の処理フローを下図のとおり。それぞれ白字で記載の箇所と、本

章各節の内容が対応している。  
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    図中記号 該当する節 

2 第 2 節 被災家屋からのごみ出し・災害廃棄物の収集運搬 
  

3 第 3 節 仮置場の選定・開設・管理運営 
  

4 第 4 節 災害廃棄物の処分 
  

5 第 5 節 損壊家屋等の解体・撤去（公費解体） 
  

6 第 6 節 岡山県への事務委託 
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